
米国時間2013年10月29日に、米国内国歳入庁（IRS）は、FATCAに関する最新ガイダンス 
（Notice 2013-69、以下Notice）を公表しました。本Noticeは、参加FFIとして取り扱われるため 
にFFI契約を締結する外国金融機関（FFI）に対するガイダンスならびにFFI契約のドラフトを提供
しています。また、モデル2協定国の金融機関に対するガイダンスも含まれています。本Notice
で公表された内容は、2013年1月に公表された財務省規則における要件と整合したものとなっ
ていますが、一部修正予定の項目を含んでいます。

FFIに対するガイダンスならびにFFI契約のドラフトについて
本Noticeでは、参加FFIに対する一般的な義務を説明しています。また、参加FFIがFFI契約の
要件についての遵守状況を、IRSに対して定期的に証明しなければならないとしています。さら
に、FFI契約では、適用外受益者を除き、FFIグループのメンバーが参加FFI（モデル2における報
告金融機関を含む）・制限FFI・登録型みなし遵守FFI（モデル1における報告機関を含む）・モデル
1またはモデル2における不報告金融機関であることを求めています。

今回公表されたFFI契約（ドラフト）は、各FFIが参加FFIとして取り扱われるためにIRSと締結さ
れるものであり、ここには、参加FFIに課せられる口座特定・源泉徴収・情報申告・納税申告等の義
務が記されています。日本を含むモデル2協定国のFFIについても、FFI契約を遵守することに
なります。なお、モデル2協定で定められている不同意口座に対する源泉徴収の不適用などの
修正についても、FFI契約に反映されています。日本の金融機関を含むモデル2報告FFIは、FFI
契約に遵守することになりますが、拘束力のある契約を締結するものではないとしています。ま
た、モデル1協定国のFFIについても、FFI契約を締結することは求められていません。ただし、 
モデル2協定国と異なり、自国の政府に米国口座に関する情報を報告することによって、FATCA
要件を充足することになります。
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今回公表されたFFI契約では、下記のFFIの支店に対する運用
についても明確にしています。

• モデル1協定国に設置された支店

• モデル2協定国に設置された支店

• FFI契約を締結することができる国に設置された支店

• 法的障害によりFFI契約を締結することができない国に設
置された支店

• 米国に設置された支店

FFI契約は、更新されない限り2016年12月31日に終了すると
しています。また、本Noticeでは、FFI契約の最終版が2013年
12月31日までに公表される予定であるとしています。

財務省規則の主な修正項目
本Noticeで明らかとなった主要項目を、以下のとおりご紹介し
ます。

1. 関連する他の財務省規則との調整
チャプター61（Form 1099による報告に関する規定）及び
Section 3406（バックアップ源泉に関する規定）とチャプ 
ター4（FATCAに関する規定）との調整が行われます。

チャプター61との調整
チャプター61で求められるForm 1099に関する報告義務
については、参加FFIや協定参加国のFFIがFATCA年次報告
書を使用することでその義務を充足することができます。

また、バックアップ源泉の対象となる支払いに対してFATCA
の源泉徴収義務を課す場合、バックアップ源泉は求められま 
せん。

Section 3406との調整
参加FFIがFATCAに基づき源泉徴収を行う支払いに対して
は、バックアップ源泉徴収は適用されないことを規定する規
則を公表する予定です。バックアップ源泉徴収は、納税者番
号を提出しないものに対して実施され、対象金額の28%相
当額が源泉税として徴収される制度です。また、参加FFIは、
米国人である非協力口座の保有者に対してバックアップ源
泉徴収を行うことにより、FATCAに基づく源泉徴収義務を
果たすことも選択できるようになります。

2. 不参加FFIに対する外国報告対象金額の報告
2015年及び2016年について不参加FFIに対して支払われ
る外国報告対象金額の報告は、金融口座に関連しない支払
いの場合は求められません。当該報告は、Form 1042-S「非 
米国人に対する源泉徴収の対象となる米国源泉所得」に替
えて、Form 8966「FATCA年次報告書」により行われます。
さらに、参加FFIは、すべての不参加FFIによって保有される
口座数の合計ならびに外国報告対象金額の合計額を報告
することができます。

3. 受動的NFFEの追加カテゴリー
受動的NFFEに下記の2つのカテゴリーが追加されました。
受動的NFFEには、米国人である実質的支配者を金融機関
に提出することが求められていましたが、下記のいずれか
に該当するNFFEは、金融機関に情報を提供することに替え
て、直接IRSに報告することができます。

•  直接報告を行うNFFE（Direct Reporting NFFE）

•  スポンサー付き直接報告を行うNFFE（Sponsored 
Direct Reporting NFFE）

これらに該当するNFFEは、適用外NFFEとして取り扱わ
れ、GIINを取得するためにIRSに登録することが求められ 
ます。

適格仲介人（QI）・源泉外国パートナーシップ（WP）・源泉外国
信託（WT）であるNFFEは、受動的NFFEとして取り扱われま
せん。

4. Section 953（d）事業体
財務省規則では、非米国保険会社が米国保険会社としての
税務上の選択を行っている場合、米国において営業ライセ
ンスを取得していない限り、米国人として取り扱われないと
しています。今回の修正項目に当該米国人の定義の変更が
含まれており、上記に該当する保険会社（多くのキャプティ
ブインシュアランス会社が該当する）は、米国人として取り
扱われることになります。この場合、FFIではなく、米国金融
機関としてFATCA対応を行うことになります。
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 IRS Circular 230に基づく免責事項
本文書中の情報は、その利用者が、いかなる税務当局により賦課される可能性がある罰則の回避並びに関連する取引に
ついてマーケティングや推奨等を目的として使用することを意図したものではなく、また、かかる目的にも使用することは
できません。

5. 参加FFI及び報告モデル2FFIの登録
FFIは、その支店に代わりFATCAポータルを通じて登録を
行うことができ、支店を参加FFIとして取り扱うことができま
す。報告モデル2FFIも、その支店に代わり登録を行い、モデ
ル2協定により修正されたFFI契約条項を遵守することにつ
いて合意することができます。登録された限定支店ではな
い支店には、FFI契約条項を遵守するために領されるGIINが
付与されます。

また、IRSは、スポンサー付き事業体の登録手続きについて
のユーザーガイドをアップデートする予定です。口座特定・
源泉徴収・報告義務を実施する事業体は、スポンサー事業体
としてFATCAポータルを通じて登録することができます。 
スポンサー事業体が参加FFI又は報告モデル2FFIとしての
ステータスを取得する場合には、スポンサー事業体として
の登録とは別に、FATCAポータルからの登録が必要になり
ます。


